
コロンビア経済概況(２０２０年６月) 

１．新型コロナウイルスの流行関連 

主な影響 

 ２０２０年５月２８日政令第７４９号により，強制自宅待機措置は７月１日まで延長された。同年６月１４日政令第８４７号によって，非感染地

域でのレストラン再開に向けた実証事業等が新たに認められ，同年６月２５日政令第８７８号によって，強制自宅待機措置が７月１５日まで延長され

た。強制自宅待機措置が長期化する中，経済再開とのバランスを取ることが図られた。 

内務省と厚生・社会保障省により、各業界向けに感染を防ぐための公衆衛生上のプロトコルが策定され，これを順守の上，営業を再開することが

求められた。また，ボゴタ市を初めいくつかの自治体でＩＣＵ病床の占有率が上昇し，感染拡大について警戒感が高まった。 

 

Ⅰ．経済・社会・環境に関する非常事態宣言及び公衆衛生上の緊急事態宣言に懸かる措置（中央及び地方政府） 
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・ドゥケ大統領は，ロペス・ボゴタ市長他各自治体の首長から出ていた，２０２０年５月２８日政令第７４９号についての批判に応え

た。大統領によれば，６月１日より始まる強制自宅措置は，段階的な経済活動の再開を視野に入れ，新しい経済部門の再開を可能にする

とともに，新型コロナウイルスの更なる拡散のため，深刻さをもって，市民に一層の規律を求めるものである。ロペス市長は，ショッピ

ングモール，美容サービス，専門職，技術者及びサービス業などでの経済活動を再開するにあたり，特に感染拡大のリスクが高くなるに

もかかわらず，民間へのメッセージが混乱しており，これにより，強制自宅待機措置が更に長引くと批判した。また，ボゴタ市政府は，

７月１５日まで強制自宅待機措置を延長し，ケネディ地区では，さらに厳しい措置をとる旨述べた。（「エル・ティエンポ」紙，５月３１

日，「ポルタフォリオ」紙，６月１日） 

・憲法裁判所は，経済・社会・環境上の緊急事態を宣言した２０２０年政令第４１７号以降に，政府が新型コロナウイルスによる危機に

対処するために取った各種の規制に関して，合憲であるとの見解を示した。政府の取った対策は，感染者の指数的な増大や高い死亡率な

どの公衆衛生上の危機に際し，妥当な範囲内で，憲法で規定された権限を適切に行使したものとされた。また，以下の各政令も同様に，

合憲とされた。 

政令第４３４号：事業登記や登記に必要な各種申請の更新による，国の登記簿の情報を更新するための期限を２０２０年７月３日まで延

長。 

政令第４４１号：公共の水道サービスと水の供給を保証する権限を与える。 

政令第４５８号：政府に，ファミリー・イン・アクションプログラム，ヤング・イン・アクションプログラム，高齢者プログラムの受給

者に対して，無条件で追加の臨時給付金を支給する権限を与える。 

政令第４６４号：非常事態宣言時に，電気・通信サービスを特別公共サービスとする権限を与える。 

政令第４７５号：非常事態宣言時に，文化部門に関する特別措置を発令する権限を与える。 

 他方，憲法裁判所は，政令４７６号の第１条及び，第２条は無効であるとの判断を示した。第１条は厚生・社会保障省に，第２条は食



品薬品監督庁（ＩＮＶＩＭＡ）に対し，一部の医薬品及び医療機器の製造及び販売に関する認可を柔軟化する権限を付与していた。厚

生・社会保障省の解釈が，法的必要性を判断する要件を満たしておらず，また，厚生・社会保障省の解釈のみで，通常の規制に基づいた

法的手続きを一時停止する権限を与えることはできないと判断された。これにより，厚生・社会保障省及びＩＮＶＩＭＡに付与されてい

た同権限は失われる。（「アンビート・フリディコ」，６月１〜１４日） 

・憲法裁判所は，２０２０年３月２５日政令４７６号第１条及び第２条は，法的必要性を判断する要件を満たしておらず，無効と宣言し

た。ただし，同政令が施行された３か月間に遡っての影響を与えない。一般的に，同条文は，厚生・社会保障省及びＩＮＶＩＭＡに対し，

新型コロナウイルスの予防，診断，治療に用いられる，医薬品，医療機器の輸入及び製造に関連する特別な行政手続きを実施することを

許可している。憲法裁判所は，同条文について，大統領が緊急事態に対処するために，自由に使える権限として適当ではなかったと評価

した。同様の事例では，ドゥケ政権が過去２年間で制定した規制基準及び決議に基づいて，認可が与えられることとなっていたため，す

でに非常事態宣言以前から，政府は同様の権限を持っていると認められ，新たに立法令を発出する必要はなかったと考えられる。また，

憲法裁判所は，同政令により，通常の認可手続きに関する法的手続きを一時停止できる権限が与えられるという厚生・社会保障省の解釈

は適切ではないと判断した。 

・ドゥケ大統領は，６月２３日，７月１日までとされていた強制自宅待機措置を，７月１５日まで延長する旨発表した。大統領は，経済

活動が再開している部門では，引き続き同活動を許可するとともに，屋外活動に関する規定も維持され，７０歳以上の市民は，週に３時

間外出できるとした。（大統領府コミュニケ，６月２３日） 

・６月２３日に強制自宅待機措置の終了を７月１日から７月１５日に延長する旨発表された。ドゥケ大統領は，経済活動の試験再開は継

続し，スポーツイベントが再開され，７０歳以上の高齢者の生活の質を改善するために週に３時間の外出を許可することとした。（大統

領府広報，６月２３日） 

・２０２０年６月２５日政令第８７８号により，２０２０年６月１４日政令第８４７号の一部を改定し，強制自宅待機措置を７月１５日

まで延長した。また，同改定により，例えば，レストランの試験再開は，新型コロナウイルスの感染者が確認されていない自治体だけで

なく，全国で実施できるとした。また，内務省及び厚生・社会保障省のガイドラインに基づき，首長から許可が出た場合に限り，宗教行

事を実施できる。（「ラ・レプブリカ」紙，６月２６日） 

・航空業の再開については言及されていないが，再開に必要な公衆衛生上のプロトコルについては，既に策定されている。厚生・社会保

障省は，現在航空会社が策定したプロトコル案を分析している。これには，ネットチェックイン，マスクの着用，持込手荷物の禁止など

が含まれる。さらに，空港では，入場のための書類審査の実施，マクスの着用，体温の測定，１，０００個以上の抗菌ジェルディスペン

サーの設置などを行うとしている。（「ラ・レプブリカ」紙，６月２６日） 
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Ⅱ．人の移動・経済活動の再開措置（中央及び地方政府） 
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・アングロ教育相は，１２日の大統領の広報番組「予防と行動」において，８月１日の登校制限の解除に対する関係者の懸念に応える形

で，幼稚園，学校，大学への登校に関するガイドラインを発表する。これには，保護者の意見が反映されると見られる。（「エル・ティエ

ンポ」紙，６月１２日） 

 

2 貨物移動

制限 

（港湾，空

港，陸路，

税関，検

疫，物流

・ドゥケ大統領は，７月にも国内航空便の試験運用を開始するため，運行を再開する路線の選定を行っている旨発表した。厚生・社会保

障省は，その一環として，空路及び陸路を使った国内旅行の試験運用のための公衆衛生上のプロトコルを策定する旨発表した。このプ

ロセスは各地域の状況に注意する必要があるため，各自治体の首長と協力して実施される。（「エル・ティエンポ」紙，「ポルタフォリオ」

紙，６月１１日） 

 



の遅延な

ど） 

3 商業活動

制限 

（ オ フ ィ

ス，工場，通

勤路の閉鎖

など） 

・レストレポ商工観光相は，政府が経済を再開させるために，操業を許可した製造業，小売業，サービス業の経済再活性化のためのプロ

セスについての報告書を発表した。現在，各企業の操業再開は各自治体の首長の許可に基づいている。経済活動の再開が許可されている

部門で，許可を申請している企業は，１３万２８社となっており，そのうち１０万９，１０４社が操業再開を許可され，業務を開始する

準備ができている。（「エル・ティエンポ」紙，６月２日） 

・コロンビア全国商業者連合会（Fenalco）は，ショッピングモール及び一般の小売業が６月１５日に経済活動を再開できるよう，ボゴ

タ市政府と協議している。カバル Fanalco会長によれば，市長は，全てのショッピングモールが経済活動を再開するための登録を今週中

に行えるようになる旨発表した。また，翌週中にも，いくつかの複合商業施設で試験的に，一部業務を再開する考えを示した。（「ポルタ

フォリオ」紙，６月３日） 

・ブイトラゴ文化省創造性・オレンジ経済担当次官は，２０２０年政令第６９７号に基づき，政府は，２０２０年に３，０００億ペソ（約

８，２５６万米ドル）の予算を，創造的経済への投資プロジェクトに活用するために確保するよう努力している旨述べた。また，この分

野への投資や寄付に対し，所得控除で１６５％の税制優遇措置を与えることにより，新しく資金を文化分野に誘導したいとしている。

（「ポルタフォリオ」紙，６月３日） 

・２０２０年５月２６日政令第６９７号条項 2.12.2.1.3に基づき，オレンジ経済を促進するための税的優遇措置の対象が確立されてい

る。投資対象に選ばれたプロジェクトなどの特定の投資先へ，実際に投資又は寄付され，それが公開されている現金額に関し，投資家や

ドナーは，課税期間の投資額の１６５％に相当する収入額の税控除を受けることができる。（６月３日） 

・レストレポ商工観光相は，２０２０年６月４日政令第７８９号に基づき，観光部門への救済措置をとった旨発表した，新型コロナウイ

ルスの流行による影響を緩和するための対策は次のとおり。１２月３１日まで，全ての観光業及びホテル業で付加価値税が免除される。

同様に，フランチャイズのレストランチェーン，カフェテリア，アイスクリームパーラー，八百屋，菓子店，パン屋も付加価値税を免除

される。また，宿泊施設，テーマパークでの電力使用料金の割増金の支払いは一時的に停止される。加えて，旅行代理店，宿泊施設，航

空輸送業では，所得税の前倒し納入が撤廃され，観光業でのパラフィスカルの納入も延期される。また，貸し手と合意することができれ

ば，バー，クラブ，ジムの賃貸契約を終了することができ，契約よりも少ない違約金の支払いとなるとしている，（「ポルタフォリオ」紙，

「エル・ティエンポ」紙，６月５日） 

・カブレラ労働相は，２０２０年６月３日政令第７７０号に基づき，６月５日に終了する経済・社会・環境上の緊急事態宣言の枠組みで

とられる，労働問題に対する措置を発表した。これらの措置は一時的なものであり，抜本的な労働改革自体は国会の承認を経なければな

らない。これらの措置は，保険料の支払いを半年延期する可能性に焦点を当てている。ただし，この措置は年金受給者や公務員には適応

されない。約６０万人と見られる雇用契約が一時停止している労働者は，４月から６月の３か月間，１か月当たり１６万ペソ（約４４米



ドル）の計４８万ペソ（約１３２米ドル）を受給している。また，強制自宅待機措置と企業の操業を両立させるために，労働時間に関す

る措置が講じられ，企業は週５日１日最大８時間又は，週４日１日１２時間の勤務を上限とすることとした。（「ポルタフォリオ」紙，「エ

ル・ティエンポ」紙，６月５日） 

・Ecopetrol社は，１５６件の施設の建設及び坑井掘削作業を再開した旨報告した。これにより，６，２２１人の直接雇用労働者と２，

８１０人の請負会社の労働者が復職した。このうち，４５％はリモートワークであり，５５％は現場で働いている。この再会は，厳格な

公衆衛生上のプロトコルに基づき，徐々に実行される。（「エル・ティエンポ」紙，６月５日） 

・ボゴタ市の小売業者は，コロンビア全国商業者連合会（Fenalco）を通じて，６月８日から１４日まで実施されるショッピングモール

の試験開業で，２０のショッピングモールを対象とするよう市政府に要請した。さらに，厳格な公衆衛生上の基準条件を満たす，通りに

面した店舗も開業させるよう要請した。６月１５日から最も感染者が多い地域を除いて，小売業が徐々に再開するためだとしている。ま

た，ショッピングモールなどへの入場には，顧客の身分証明書番号に基づいた入場制限を行うとしている。（「ポルタフォリオ」紙，６月

５日） 

・コロンビア石油協会（ＡＣＰ）の報告書によれば，４月に記録された６０％台の急激な燃料消費量の低下の後，５月には回復が見られ

る。これは，強制自宅措置後の経済活動再開による回復の兆候と見られる。４月から５月のガソリン消費量は５，５００万ガロンから

８，６００万ガロンとなり，５６％の増加となった。また，ディーゼル燃料は，８，９００万ガロンから１億１，９００万ガロンに，３

４％増加した。（「エル・ティエンポ」紙，６月５日） 

・コロンビア建設商工会（Camacol）は，建設部門でのプロジェクト再開の進捗状況は段階的プロセスを経て申請全体の５０％で再開が

可能になっており，１１万世帯分に相当する１，１７０の工事が再開されたとしている。 建築再開は全国の自治体の９０％で生じてお

り，とりわけ，リサラルダ県では７３％，カルダス県では６８％，アンティオキア県では６５％のプロジェクトが再開されている。（「エ

ル・ティエンポ」紙，６月６日） 

・政府が，経済・社会・環境上の緊急事態宣言の有効期間最終日に，新型コロナウイルス流行及びその経済への影響に対処するために執

った主な措置は以下のとおり。 

 破産の恐れのある企業の株式購入： 政令第８１１号により，国家による株式保有に対する購入・譲渡措置が定められた。政府は，緊

急事態により，破産の危険にさらされている公営企業又は民間企業の少数持分を取得することができる。つまり，政府は非常事態が続く

間，企業に流動性リソースを与えるために株式を購入することで，破産を防ぐことができる。企業側は，一定の期間内に国が取得した株

式を買い戻すことが条件となる。なお，緊急事態に対処するための原資として，国営企業の株式売却の可能性がある。 

 商業リース契約の一方的解除：政令第７９７号第２条及び第３条は，バー，クラブ，劇場，宿泊施設，飲食施設，ジム，遊園地など，

賃借によって事業を運営している一部の事業主に対して，契約書上の違約金の３分の１を支払うことにより，借主から賃貸契約を打ち切

ることができる。ただし，解約に際しては賃料と公共サービスの支払いは行わなければならない。 

 公共サービス料金支払い期限を３年延長：政令第８１９号は，エストラート（公共料金支払い区分階層）１及び２の住民に対して，水



道料金の支払いを７月３１日まで延長し，当該支払いについて，利息なしで３６か月まで延期できることとした。 エストラート３及び

４の場合，最大２４か月まで延期が可能となった。地方公共団体は，２０２０年１２月３１日までの公共清掃サービス費用の支払いにつ

いて，全額又は一部負担を行うことが可能となった。 

 給与補助プログラムの１か月延長：政令第８１５号に基づき，最低賃金の４０％相当となる３５万ペソ（約９５米ドル）を補助する正

式雇用支援プログラムの支給期間を３か月から４か月まで延長し，８月までとした。 国内の６５９万人の雇用を保護するべく，売上高

が少なくとも２０％減少した企業の従業員を対象としている。 

 年金受給者の Colpenciones基金への転籍の義務付けを撤廃：政令第８０２号は，最低賃金分の年金しか受給できない私的年金基金加

入者を政府管理の Colpencionesに義務的に移転することを命じた緊急事態政令第５５８号を修正し，残りの年金の支払いに対応するた

めの資金が不足するリスクがあるかどうかを考慮して，各私的年金基金側で転籍を行うかどうか決定することとなった。 

 車の使用減に伴う保険による補償：政令第８００号及び金融監督庁からの通達に基づき，強制的自宅待機措置の結果として車の使用が

減ったことにより大幅に事故が減少したので，保険会社は自動車保険の契約者に補償することを義務付けた。 

 ボーナス（Prima）支払い繰り延べ及びボーナス支払い支援プログラム：政令第７７０号第６条により，労働者と雇用者の間の合意に

基づき半年分のボーナスの支払いを最大１２月２０日まで繰り延べできるとした。同様に，同期間までの間で最大３回の分割払いができ

るとした。同政令第７条及び第８条は，ボーナス支払いのための支援プログラムを規定し，緊急緩和基金（ＦＯＭＥ）を原資に，２０％

以上の収入が減少した企業の従業員であって，最低賃金以上１００万ペソ以下の月額賃金の労働者を対象に 1人あたり２２万ペソ（約６

０米ドル）の補助を行うとした。 

 原材料及び車両等への付加価値税免除：政令第７８９号第１条は，非常事態宣言の有効期間，最大１２月３１日までの間の医薬品製造

用の化学原料の取得に対する付加価値税を免除する旨規定した。同第３条は，１２月３１日までの間，公共又は民間の乗客・貨物用自動

車の輸入に対する付加価値税を免除するとした。零細運送業者の最大２台までの購入に限るなど，条件がある。  

 ネット接続補助金： 政令第７７１号は，公衆衛生上の緊急事態が発生している間，雇用主は最低賃金に定められた交通費手当ての２

か月分に相当する金額を，テレワーク労働者に対して，デジタル接続補助金として支払うことを定めた。これは，テレワーク労働者には

交通費手当が適用されない代わりに，デジタル接続補助金として認識するものであり，運賃補助とデジタル接続補助の累積支給はされな

い。 

旅行代理店への法人税仮払免除：政令第７６６号第３条に基づき，旅行代理店，宿泊施設，航空輸送産業への法人税仮払を免除した。

（「エル・ティエンポ」紙，６月８日） 

・レストレポ商工観光相は，コロンビアのＧＤＰの８０％に相当する経済活動が既に再開されており，コロンビア人の生命と健康を守る

という優先事項を守りつつ，国の全ての地域で完全な経済活動の再開に向かって取り組みが行われており，コロンビア経済は徐々に回復

に向かうと見込んでいる旨述べた。他方，新型コロナウイルスによる危機が４月に底を打ったとしたものの，経済活動の完全な再開の時

期については，不確実であることを認めた。全ての経済部門で，経済活動を再開できれば，正規雇用，非正規雇用を含め，約１，３００



万人が職場に復帰でき，また，４００万人から５００万人の求職者が残るとしている。当局は，５月３１日現在，小売業の１０万１，６

８０社から営業再開申請があり，そのうち３万２，７８９社に認可が下りているとしている。これは，全国の小売業者の３１％となる。

（「ポルタフォリオ」紙，６月８日） 

・航空輸送業，観光業，外食産業及び娯楽業といった経済部門は，新型コロナウイルスによる危機によって最も大きな打撃を受け，かつ，

最後に経済活動が再開される業種となる。これら産業の現時点での要望は，いくつかのホテルや都市で実施されているパイロットプロジ

ェクト，レストランの配達サービス，９月以降の航空券発売再開の発表であるが，これらは市場に楽観的な見方を生み出した。政府は既

に，観光業に対してエネルギー割増金の一時停止と法人税仮払措置の撤廃により観光産業を支援する旨を発表している。 また，これら

の経済部門に対する公衆衛生上のプロトコルの定義と策定が進んでいる。なお，ホテル業に関しては，公衆衛生上の安全措置に関する客

室への機器やセンサーの設置などの投資によってコストが増大すると見られている。（「ポルタフォリオ」紙，６月８日） 

・６月１日以降，２か月に及んだ強制的自宅隔離措置の後，一部のショッピングモールが再開された。メデジン市，カリ市，バランキー

ジャ市及びブカラマンガ市で，全国のショッピングセンター４万１,１０８店舗のうち約１万,５０００の店舗の再開は大きく注目を集

めた。ロペス・ボゴタ市長は，６月８日（月）に，ボゴタ市で，パイロットプログラムが，公衆衛生上の登録がなされたいくつかのショ

ッピングセンターで始まるが，必要な物資購入目的に限る旨説明した。（「エル・ティエンポ」紙，「ポルタフォリオ」紙，６月８日） 

・レストレポ商工観光相は，６月６日までに，製造業，小売業，サービス業の１５万６，２８４社から経済活動再開の申請を受けた旨発

表した。各社の公衆衛生上のプロトコルを検証し，そのうち１３万４，２６４社は運用を再開する許可を得た。この内，政府に許可を得

た企業の７５％について，政府は，地方自治体から情報提供を受けている。製造業としては，政府により３万３，３１８社が認可されて

おり，商工観光省に情報を提供している自治体に所在する１４万５，０７６社のうち，２３％を占める。経済活動再開を許可された製造

業社のうち，ボゴタ市に所在する企業が１万９１２社と最多となっており，アンティオキア県８，７９０社，バジェ・デル・カウカ県５，

６５１社と続いている。小売業では，６万６，１１７社が認可を得ており，これは，２２６の自治体に所在する４７万７，５２４社の内，

１４％に相当する。この内，ボゴタ市に１万７，６４１社が所在し，アンティオキア県に１万７，２０１社，バジェ・デル・カウカ県に

７，７６９社となっている。また，サービス業では，３万４，８２９社が認可を受けており，サービス業全体４３万４１２社に対し，８％

となっている。この内，アンティオキア県に１万５，５０２社，ボゴタ市に４，３１２社，バジェ・デル・カウカ県に４，１０４社所在

している。（「ポルタフォリオ」紙，商工観光省ウェブサイト，６月９日） 

・ボゴタ市政府は，ウニセントロ，グラン・エスタシオン，アユエロス，サンタフェの市内４箇所のショッピングモールで６月８日から

１４日まで試験的営業が開始された旨発表した。これは，小売業の段階的な再開のためのモデルケースとなる。これにより，ボゴタ市内

に所在する６９のショッピングモールが６月１５日からの再開に向けて，どのような条件を遵守する必要があるか，検討する。メデジン

市，カリ市，バランキージャ市などでは，先駆けてショッピングモールの営業が再開している。（「ポルタフォリオ」紙，「エル・ティエ

ンポ」紙，６月９日） 

・ルイス厚生・社会保障相は，今週末に国内のプロサッカーリーグ及び，他のスポーツ分野での経済活動の再開を可能にする公衆衛生上



のプロトコルが発表される旨述べた。他方，メデジン市では，レストランの再開のための試験営業の開始が期待されており，これは国内

の他の都市のモデルケースになるとみられる。（「ポルタフォリオ」紙，６月１０日） 

・政府は，２０２０年政令第８２９号を発表した。これにより，非従来型の発電プロジェクトに対する税的優遇措置を受けやすくなる。

これらのプロジェクト受け得る措置は，5年間の投資額の最大５０％の所得税免税及び，資材やサービスの購入に対する付加価値税の免

除などとなる。（「エル・ティエンポ」，６月１２日） 

・プロサッカーの競技再開のための，新型コロナウイルスに関する公衆衛生上のプロトコルは，準備できている旨報道されたものの，ア

ランゴ内務相の認可は下りていないとされている，プロトコルにおいては，感染の疑い例が出た場合，トレーニング中に接触した人を含

む，疫学上の濃厚接触者を隔離することが定められている。（「エル・ティエンポ」紙，６月１４日） 

・アングロ教育相は，公立及び私立の学校が段階的に登校を再開するためのガイドラインとプロトコルを発表した。なお，各地域の事情

に即するため，市長の許可及び，保護者の同意を得た上で再開されるため，８月１日に登校が再開されるとは，限らないとしている。登

校とバーチャル授業を組み合わせた，交代制の登校モデルを確立する。学校内では，マスクの着用，３時間ごとの手洗い，１〜２メート

ルのソーシャル・ディスタンスの確保などが求められる。（「エル・ティエンポ」紙，６月１４日） 

・政府は，国内線旅客航空便の試用運転開始に向けた厳しいプロトコルを策定中である旨発表した。今週中には，厚生・社会保障省から

再開のための公衆衛生上のプロトコルを記載した通達を発行する予定である。他方で，オロスコ運輸相によれば，原則として，例外的状

況への対処や人道的活動など特定の場合から再開する旨発言があった。ドゥケ大統領は，空港再開の認可は，厚生・社会保障省の勧告に

基づき，内務省，運輸省及び民間航空局によって行われるとの見解を示した。ロペス・ボゴタ市長は，感染のピークがまだきていないこ

とを考えると，国内線のハブ空港となっているエル・ドラド空港の再開を９月以降とするよう意見を述べた。これにより，国内便再開に

ついては，不透明な見通しとなった。（「エル・ティエンポ」紙，「ポルタフォリオ」紙，６月１４日） 

・厚生・社会保障省は，決議第８９９号により，ネイルアート店，美容院，理髪店などが，営業を再開するための，公衆衛生上のプロト

コルを示し，各自治体がコンプライアンスを審査することとした。プロトコルには，予約制とすることで顧客の数を制限すること，顧客

及び従業員の体温検査を行うこと，従業員に保護具の着用を義務付けることなどが含まれている。（「ポルタフォリオ」紙，６月１６日） 

・コロンビアジム協会は，ＷＨＯが発出した専門文書に基づいて，新型コロナウイルスに対するプロトコルを策定することで，営業を再

開させるよう，要求した。（「エル・ティエンポ」紙，６月１６日） 

・厚生・社会保障相は，６月１７日の午後，プロサッカーに関するプロトコルについての文書に著名した。この文書は，コロンビアサッ

カー協会等に届けられる予定となっている。試合の開催は可能となっているが，無観客試合から開始することとなっており，段階的に開

放していく。（「エル・ティエンポ」紙，６月１８日） 

・６月１９日に初の付加価値税免税日が実施され，経済の再活性化プロセスに全身が見られた。開業した７万３，０００の商業施設の９

９．８％が公衆衛生上のプロトコルを遵守したものの，全国で８５件のプロトコルに反した密集が確認された。１３０万件を超える取引

が行われ，約３．７００億ペソ（約１億米ドル）相当となった。国税・関税庁によると，売上高は，通常の４倍の５．４兆ペソに達した。



（「エル・ティエンポ」紙，「ポルタフォリオ」紙，６月１９日，「予防と行動」６月２４日） 

・レストレポ商工観光相は，ネット販売に対応しておらず，新型コロナウイルス危機により影響を受けている小売業者を支援するため

に，「コロンビア，我々から買おう」と名付けられたプラットフォームを作成したことを発表した。リンクは以下となる。

https://compralonuestro.co/（大統領府報道，６月２０日） 

・国税・関税庁長官は，第２回の付加価値税免税日に関し，以下４点の対策に言及した。通信販売の促進，商品を事前予約し，免税日で

の購入を可能にする，無料の通信販売用サイトの宣伝，家電製品など購買客が密集するような製品の販売の制限。（「エル・ティエンポ」

紙，６月２５日） 

・産業・商業監督庁（ＳＩＣ）は，適切な情報を受け取るという消費者の権利を侵害する慣行を停止するよう行政命令を発出した。これ

により，付加価値税非課税であることや商品価格を適切に表示していないことや，誤解を招く広告や反則規制違反などから消費者を守

る。２０２０年決議第３１４７０号に基づき，本行政命令は発出された。付加価値税の免税額は，領収書に必ず記載されることが義務付

けられた。（「エル・ティエンポ」，６月３０日） 

・政府は，７月３日及び１９日予定されている付加価値税免税日の２日間，家電製品，コンピューター，通信機器の対面販売を一時停止

するよう各自治体の首長に要請した。これは，２０２０年外部通達第７２号に基づいており，「全国の大型店とみなさせる全ての商業施

設」に適用される。（「エル・ティエンポ」，６月３０日） 

 

Ⅲ．医療システムのパンデミック対策 

1 公的措

置 

・各自治体が強制自宅待機措置を実施あるいは解除を行うための基準となる指数は以下のとおりである。 

１．実効再生産指数。新型コロナウイルスの感染者が，何人に感染させたかを示す指数であり，ウイルスの感染速度及び，翌週の感染

者を試算するための指数となる。これは，毎日の感染者数及び，感染期間の長さから算出できる。 

２．罹患率。累計感染者数を指す。急激に新規感染者数が増えた場合には，強制自宅待機措置をとる必要がある。 

３．致死率。累計感染者に対する死亡者の割合となる。 

４．一般死亡率（超過死亡率）。死亡者の総数となる。特定の地域で一般死亡率が増加した場合，対策をとる必要がある。 

５．倍加日数。コロナウイルス の症例数が２倍になるまでにかかる日数を指す。これが４日未満となると危険であるとされている。 

６．陽性率。これは，検査総数に対する陽性の割合となる。 

７．ＩＣＵ占有率。特定の領域における総ＩＣＵ病床数に対する，病状のある患者が占有するＩＣＵ病床数の割合となる。ボゴタ市

の当該指数は約４０％となっている。ただし，この数値に関しては測定値を調整する必要がある。 

８．モビリティ。全国の主要都市で利用されている大量輸送システムでの乗車率となる。３５％を超えると，警告が発せられる。 

９．物理取引。金融機関，ＡＴＭ，大型商業施設などでの対面サービスの割合となる。この指標により，人々がコミュニティ内でどの



ように移動しているかを知ることができる。 

 これらの指標は，専門家で構成される委員会によって毎週評価され，専門家はこれを分析した後，必要な対策を策定する。国内で

は，６月２日までに３１，８３３名の感染者が確認され，回復率は３２％となっている，最初の症例が確認されてから，約９０日後ま

でに１，００９人が死亡し，１０万人あたりの死亡者は１．８人となった。（「ポルタフォリオ」紙，６月３日） 

・ロペス・ボゴタ市長は，ボゴタ 市内のＩＣＵ施入率が５０％に達するまで，わずか２３人の感染者しか受け入れられない旨発表し

た。占有率が７０％を超えた場合，強制自宅隔離措置を再度実施する可能性がある。６月３日現在，利用可能な６７０床のうち，既に

３１２床が占有されており，占有率は４６．６％となっている。（「エル・ティエンポ」紙，６月４日） 

・コロンビア国内では３月６日に初めの新型コロナウイルス感染者が確認された。専門家によると，コロンビアでの感染のピークは

７月初旬になると見られている。流行に関する主な指標は次のとおりとなる。１日あたりの平均新規感染者数は，３月に３４．８人

であったものが，４月１８６．７人，５月７３７．９人，６月は９日までで１，４１７人となった。１日あたりの平均死亡数は，３月

に０．６人であったものが，４月に９．２人，５月に２０．８人，６月に４６．１人となっている。ＰＣＲ検査の平均数は，３月に１

日あたり５５７件であったが，４月２，８９３件，５月７，３２８件，６月１万１，２７２件となっている。（「エル・ティエンポ」

紙，６月９日） 

・ルイス厚生・社会保障相は，検査・追跡・持続可能な選択的隔離戦略（ＰＲＡＳＳ）を発表した。これにより，検査，診断，特定の

方法での隔離，追跡などの能力が向上する。これは，厚生・社会保障相，国立衛生研究所及び各自治体の保健局などが現在実施してい

る作業を強化することで，追跡能力を向上する戦略に基づいて立案されている。まず，カルタヘナ市，キブド市，パルミラ市の３年で

適応される。（厚生・社会保障省，６月９日） 

・プラタ（Luis Guillermo Plata）新型コロナウイルス危機統括責任者によれば，２０２０年５月２７日厚生・社会保障省通達第０

３１号に基づき，政府は，患者又は，患者の家族が同意した場合に限り，商業化するための食品薬品監督庁（ＩＮＶＩＭＡ）の認可を

受けていない試作段階の国産人工呼吸器を使用可能とすることとした。当局関係者は，メデジン市の InnspiraMED グループが来週に

も，１００台の人工呼吸器を初出荷できるとしている。他方，輸入人工呼吸器に関しては，２，７６７台が既に国内に到着しており，

さらに３，２００台の調達について交渉中であるとした。（「エル・ティエンポ」紙，６月１０日） 

・ロペス・ボゴタ市長は，６月１６日現在，ボゴタ市では，新型コロナウイルスの感染拡大を封じ込めるとともに，市内の経済を再開

するための新しい措置がとられた旨発表した。既に，経済部門のうち，６０％が再開している。新たな措置の一つは，病院に関するオ

レンジ警戒警報を発令したことである。これにより，緊急事態管理センター（ＣＲＵＥ）に，市内全てのＩＣＵの管理権限が移り，ボ

ゴタ市保健局の管理下におかれることとなる。これは，新型コロナウイルス感染者に割り当てられるＩＣＵ病床の占有率が６０％を

超えたことによる。また，政府による国際市場での人口呼吸の調達が遅延していることも考慮された。 

 その他に，身分証番号による外出制限措置が実施される。買い物や銀行手続きといった，労働以外の全ての外出活動を，身分証番

号が偶数で終わる人は奇数日に，奇数で終わる人は偶数日にしか行うことができない。同様に，混雑を避けるために，スケジュール



が組まれており，製造業では始業を１０時とし，小売業では始業を１２時とした。また，スバ地区，ボサ地区，エンガティバ地区，シ

ウダード・ボリバル地区に所在する４か所の計画開発区画（ＵＰＺ）は，感染者数の増加により，厳格な自宅待機措置が１４日間実施

されることとなった。 

 また，これまで通り，マスクの着用が義務付けられ，強制自宅待機措置を責任を持って遵守するよう市民に呼びかけられた。（「エ

ル・ティエンポ」紙，「ポルタフォリオ」紙，６月１５日） 

・２０２０年決議第９１４号により，厚生・社会保障省は，新型コロナウイルス感染者がＩＣＵに入院した場合の，ＥＰＳ（Entidades 

Prestadoras de Salud）がＩＰＳ（Instituto Prestadoras de Salud）に支払わなければならない保険料の基準を示した。これは，

患者が加入するＥＰＳと，患者が入院した民間ＩＰＳとの間に合意がない場合に適応される。ＥＰＳは，保険契約者とＩＰＳで合意

された金額の５０％を支払う必要がある。合意がない場合，決議で定められたレートの５０％を支払う必要がある。（「ポルタフォリ

オ」紙，６月１８日） 

・政府は，７月に２，６００台，８月に６００台の人工呼吸器を調達する予定。最終的には，年内に，６．２２８台の人工呼吸器を調

達するとしている。（「予防と行動」，６月２２日） 

・ボゴタ市政府は，トゥナル地区及びケネディ地区など，ボゴタのいくつかの地域で，ＩＣＵを増床するため，中央政府から１３０台

の人工呼吸器の供与を受けた。（市政府広報，６月２２日） 

・ボゴタ市科学・バイオテクノロジー・イノベーション研究所は，ボゴタ市保健局を通し，新型コロナウイルスの治療法研究のため

に，感染者に血漿を提供するよう呼び掛けている。新型コロナウイルスに対するプラズマ治療はイタリアなので既に取り入れられて

おり，効果が報告されている。（ボゴタ市政府ウェブサイト，６月２５日） 

・６月には，１，５５８台の人工呼吸器が新型コロナウイルスの治療に当たっている，医療機関に供与される。医療機関との間には，

既に２，７６７台の供給を保証した契約が結ばれている。今後，８月には６８７台，９月には６０台が到着する予定。ＩＣＵ病床につ

いては，全国に新型コロナウイルスの流行以前には，５，３６３床であったが，３月から６月にかけて１，５９７増床され，６，９６

０床となっている。（「ラ・レプブリカ」紙，６月２７日） 

2 私的

措置 

・ルイス・カルロス・サルミエント・アングロ財団は，厚生・社会保障省に１５万５，０００個の新型コロナウイルス検出キットを寄付

した。これに合計３０万個の検査キットが寄付されたことになった。これは，コロンビアでの１か月分の需要に相当する。また，財団は，

全国全ての県で食糧・日用品の提供を行っている。６月末までに４０万セットの食料・日用品の提供を目標としている。（「ポルタフォリ

オ」紙，「エル・ティエンポ」紙，６月５日） 

・コロンビア工業連盟（ＡＮＤＩ）は，新型コロナウイルスに対する自己防衛の意識を啓発するために，新しいキャンペーンを実施した。

第一回の付加価値税免除日に，複数箇所で購買客が密集状態となったことを考慮して，「コロンビア，安全なスタート」と名付けられたポ

ータ ルサイ ト を作成し た 。 こ の プ ロジェクト に対し て は ， アクセンチュア 及 び 政 府 が支援を 行 な っ て い る 。



https://colombiaarrancaseguro.com/ （大統領府広報，６月２３日） 

 

Ⅳ．経済対策 

1 市場流動性 ・財政規律諮問委員会は，２０２０年及び２０２１年に，財政出動を柔軟化するため，財政規律を一時停止することを決定した。同委員

会による財政状況の監視は継続される。したがって，２０２０年の財政赤字はＧＤＰの８％の水準に増加すると予想される。このメカニ

ズムは，財政の持続可能性を保障し，マクロ経済の安定を維持するために，２０１１年に整備された。同委員会は，５月に財政赤字を６．

１％に引き上げたばかりだった。（「エル・ティエンポ」紙，「ポルタフォリオ」紙，６月１７日） 

・アナリストによれば，新型コロナウイルスに関する危機の規模を考慮すると，財政的支援の長期化又は刷新の必要がある。２０２０年

外部通達第００７号及び第０１４号により，今日，１，０５０万人以上の国民への救済が可能となっているが，各金融機関は更なるガイ

ドラインが策定されるまで実施を見送っている。（「ポルタフォリオ」紙，６月２４日） 

２市民への融資

及び給付 

・情報技術・通信省省令第７７１号により，新型コロナウイルスによる緊急事態の間，通勤手当は「デジタル接続手当」とすることとな

った。雇用主は，２０２０年に１０万２，８５３ペソ（約２８米ドル）となっている通勤手当を，最大２か月最低賃金を受け取り，在宅

で仕事をしている労働者に「デジタル接続手当」として支給しなければならないとしている。（「エル・ティエンポ」紙，６月５日） 

・ドゥケ大統領及び，マラゴン住宅相は，「逆抵当（hipoteca inversa）」と呼ばれる新しいプログロムを発表した。本プログラムは，数

日以内に決議されるとみられる。これは，高齢者保護のためのプログラムで，６５歳以上の住宅所有者は，不動産を売却することなしに，

永続的に補完的な収入を受け取ることができる。（「エル・ティエンポ」紙，６月１３日） 

・６月２３日までに，ファミリー・イン・アクションプログラムの対象となっている約２６０万世帯が，第２回目の緊急事態に対処する

ための臨時給付金の給付を受けた。ヤング・イン・アクションプログラムの対象となる２９６，２２２人への給付は，５月１４日に開始

され，６月２３日までに，全体の９９．９％に相当する２９６，２１０人に対し，合計１，９９９億ペソ（約５，５００万米ドル）が給

付された。また，「プロスペリダード・ソシアル」は，ファミリー・イン・アクションプログラムの対象となる７０万世帯への付加価値税

還付を実施しており，６月２３日までに，対象世帯の９４．７％にあたる６６万１，９１８世帯に還付が行われた。これを実施するため

に，政府は９，８６９億２，０００万ペソ（約２億７，０００万米ドル）が投資された。（「ポルタフォリオ」紙，６月２４日） 

・貧困家庭に月１６万ペソ（約４４米ドル）を支援する連帯所得プログラムは，１２月まで延長されることとなり，追加で約３兆ペソ（約

８億米ドル）の費用が必要となる。プログラムの対象となる３００万世帯は，既に支給された４８万ペソ（約１３０米ドル）に加えて，

今後の６か月でさらに９６万ペソ（約２６１米ドル）を受給することとなり，２０２０年内に１４４万ペソ（約３９２米ドル）を受給す

ることとなる。（「エル・ティエンポ」紙，「ポルタフォリオ」紙，６月２４日） 

・教育省は，私立学校及び幼稚園に通う児童に対する奨学金について通知した。これは，学生一人当たり最大１２０万ペソ（約３３０米

ドル）の融資枠を確保するもので，奨学金受給希望者は，２０２０年６月２４日から７月７日までの間に，教育連帯基金に加盟する教育



機関から候補者として推薦を受ける必要がある。この基金は２０２０年５月１４日政令第６６２号によって，私立学校の生徒のドロップ

アウトを防止するために設立された。（「ポルタフォリオ」紙，６月２４日） 

・失業者は，補償基金を通じて，失業給付を受けることができる。例えば，「コンペンサール」はこれまで，２万１，０００件，６８０億

ペソ（約１，９００万米ドル）を支給し，さらに３００億ペソ（約８２０万米ドル）を支給する見込み。また，１００億ペソ（約２７０

万米ドル）近くの家賃補助を支給してきた。（「ラ・レプブリカ」紙，６月２５日） 

3 企業への

融資及び

資金供与 

・太平洋同盟は，同盟地域の輸出企業を支援するための行動計画を立ち上げるとともに，オンライン上で３つのビジネスラウンドを実施

することとした。ビジネスラウンドには，加盟国の企業支援機関及び，世界市場の主要なバイヤーが含まれる。（「エル・ティエンポ」紙，

６月３日） 

・ガイタン（Igunacio Gaitan）Innpulsa会長は，「コロンビアは進取し，革新する」融資枠が１５０億ペソ（約４１０万ドル）に拡大さ

れており，返済猶予期間の延長など有利な財政状況にあり，コロンビアのＩＴＣベンチャー及び女性起業家を対象としている旨発表した。

関係者によれば，一件あたり最大７，０００万ペソ（約２万米ドル）の融資が可能である。（「ディネーロ」誌，６月５日） 

・金融監督庁は，６月３日の時点で，国家保証基金（ＦＧＮ）は，中小企業向けに４万４，５４６件の融資を行い，総額２兆９，６００

億ペソ(約８億米ドル)となったとした。このうち，中規模企業が４，５４３件，１兆３，５００億ペソ,小規模企業が９，５５０件，９，

１４４億６００万ペソ，零細企業が４万４５３件，６，９４５億８，３００万ペソとなっている。また，国内の中小零細企業に対し，運

転資金として１．６兆ペソ，給与の支払いに１．２兆ペソの融資が既に行われた。これらの融資の担保は，融資の種類に応じて６０％か

ら９０％相当となっている。（「エル・ティエンポ」紙，６月５日） 

・年金・パラフィスカル管理ユニット（ＵＧＰＰ）によると，政府が，４月に正規雇用支援プログラム（ＰＡＥＦ）を通して，雇用主に

給与支払いのために給付した補助金のうち，９万２，９５４社の小規模企業及び零細企業が３３％を受給し，中規模企業が１９％を受給

した。つまり，全体の約５４％が中小零細企業に給付された。また，３６％は超大企業に，１３％は大企業に給付された。政府は，合計

９万９，３３９社に，合計８，４９３億８，１００万ペソ（約２億米ドル）を給付した。これは，最低賃金の４０％となる３５万ペソ（約

９２米ドル）を２４１万９，８５９人の労働者に給付したこととなる。（「ポルタフォリオ」紙，６月１１日） 

・６月１９日は，初の付加価値税免税実施日となる。消費者の殺到による，公衆衛生上のプロトコルと個人の自己管理に関して懸念があ

る。他方，コロンビア全国商業者連合会（Fenalco）は，小売店の売り上げが３０％増加するだろうと予測している。政府は，混雑を避け，

オンラインで買い物をするように呼びかけている。（「ポルタフォリオ」紙，６月１９日） 

・国家保障基金を通じて政府が保証する与信枠１７．２兆ペソ（約４７億米ドル）のうち，６月１８日までに３．６兆ペソ（約１０億ベ

イドル）が支出された。政府がその９０％を保証する零細企業向けの給与支払いのための融資枠５，０００億ペソ（約１．３億米ドル）

に関しては，同日までに１８件の融資，合計２億８００万ペソ（約５７万米ドル）しか融資されていない。これは，融資枠全体の０．６

２％に過ぎない。零細企業の多くが非公式であるために，政府が設定した条件をクリアできる企業が全体の，わずか１０％ほどしかない



ことが原因と見られる。（「ポルタフォリオ」紙，６月２４日） 

・Bancoldexは，新型コロナウイルスの影響を受けた企業を支援するための，６，０００億ペソ（約１．７億米ドル）規模のプログラム，

「Colombia Responde」及び「Colombia Responde para todos」についての当年決算書を公開した。これによると，Bancoldexは，これま

で４．６兆ペソ（約１３億米ドル）を支出した。これまでに，市政府や県政府と連携して，９つの自治体の，全ての経済部門の零細企業

及び小規模企業に，５，５００億ペソ（約１．６億米ドル）を融資を決定し，既に５０％が実際に融資されている。（「ポルタフォリオ」

紙，６月２５日） 

・ファースト・レディが主導する「Ayudar nos Hace bien」プログラムは，３月２４日に開始し，既に７３万９，０８０件，７７０億３，

２００万ペソ（約２，１００万米ドル）の給付を行なった。国家リスク管理ユニットは，高齢者及び貧困層に対し，生活必需品給付プロ

グラムを実施し，２５万４，８７７人に食料品などを配給した。また，内務省は「コロンビアはあなたとともにある。１００万の生活必

需品」キャンペーンを実施している。４月２日以降，１，２３３億９００万ペソ（約３，４００万米ドル）に相当する９万７，３９８万

袋の生活必需品が配給された。また，学校給食プログラムは，家庭に食料を供給するため，新しい対策を実施している。（大統領府広報，

６月２４日） 

・ボゴタ商工会議所（ＣＣＢ）は，６月１６日から２０日までに，２，３９７人の企業家に対して実施した調査結果を公表した。ＣＣＢ

によると，８９％の企業は，危機を乗り越え，状況が改善すると認識しており，７６％の企業はビジネスを改革するために何らかの対策

を実施している。次の６か月の状況に関しては，４２％の雇用者が，前向きな期待（３０．４％）あるいは，非常に前向きな期待（１２％）

を持っている。２６．４％はやや悲観的に見ており，１８％は，状況は変わらないと考えている。雇用問題に関しては，５１．８％が労

働時間を削減するための措置を実施。１５．９％は労働者の数を削減し，１２．１％は給与の削減を行い，１１％は従業員に早期休暇を

取得させ，９．３％は基幹労働者の労働時間を増やした。報告書によれば，「調査対象の企業家のうち，７７．５％が政府の支援を受けて

いないため，中小零細企業の再活性化及び存続のためには，公共部門及び民間部門による支援が必須である」としている。（ＧＤＡ，６月

３０日） 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅴ．経済的影響 

1 経済指標 ・国家統計庁（ＤＡＮＥ）は，４月の総輸出額が前年同月の３８億６，２８０万米ドルから１８億４，３９０万米ドルとなり，５２．３％

減少した旨発表した。これは，石油・石炭及び加工品が７０．１％，製造業で４１．６％，農業で９．４％の減少となったことによる。

２０２０年の累計では，前年同期と比較して１３４億５，６９０万米ドルから１０６億５，３６０万米ドルに，２０．８％の減少となっ

た。これは，石油石炭及び加工品で１７．８％，製造業で３．５％，農業部門で０．５％の減少による。（「エル・ティエンポ」紙，６月

２日） 

・中央銀行の国際収支報告によれば，２０２０年の第一四半期の国内の対外直接投資は，前年同期と比較して６％増の３５億８，９００

万米ドルとなった。主な内訳は，鉱業及び石油が３０．７％，電力１８．６％，金融業１３．８％，製造業９．２％，小売業とホテル業

が８％となっている。（「ポルタフォリオ」紙，６月２日） 

・ＭＡＰ経済・ビジネスアドバイザーズ社の調査によると，コロンビアはラテンアメリカにおいて，もっとも新型コロナウイルスの流行

の影響を受けていない国の１つであり，これにより，２０２１年の経済成長率は３．６％に回復するとしている。２０２０年の経済成長

率は３％の減少となる。「短期的には，経済回復に焦点を当て，継続的に続く健康上のリスクに注意深く取り組みながらも，できるだけ

早く生産を開始し，経済活動を再開する必要がある」旨述べた。（「ディネーロ」紙，６月３日） 

・６月２日の対ドルレートは，１米ドル３，６５１．４２ペソで終了した。この日は，約６４ペソ下落したため，過去数日のペソ高傾向

を維持し，過去３日間で最低水準に達した。ここ数ヶ月の間に，米国の抗議活動の激化，経済活動の再開による世界経済の回復の認識，

特に１バレル４０米ドル近く（３９．５７米ドル）まで回復した国際石油価格など様々な要因によるものとされる。（「ポルタフォリオ」

紙，「エル・ティエンポ」紙，６月３日） 

・国家統計庁（ＤＡＮＥ）は，５月のインフレ率は０．３１％の減少となった旨発表した。前年同期は０．３１％の増加であった。また，

２０２０年の年率は１．５０％となった。前年同期は２．４４％と発表した。過去１２か月累計のインフレ率は２．８５％であり，前年

同期間の値である３．３１％と比較して，０．４６ポイント低く，中央銀行が設定した３％の目標に届かなかったほか，２０１４年９月

以来の低い水準となった。（「エル・ティエンポ」紙，６月６日） 

・鉱業以外の輸出増進を目指している商工観光省の国際化イニシアティブは，新型コロナウイルスの流行にも関わらず，予想以上に成

功している。プロコロンビアによれば，６月５日の時点で，同イニシアティブに対して８０７企業の登録があり，これは，２０２０年の

目標である４００企業の２倍を超えている。２０２０年に入ってから，登録企業のうち，既に４０７企業が既に輸出している。部門別で

は，２４８企業がファッション，２１９企業が農業，１３６企業が金属加工業，１２８企業がインダストリー4.0，７６企業が化学品で

あり，それぞれの企業は，ボゴタ市，アンティオキア県，バジェ・デル・カウカ県，クンディナマルカ県，サンタンデール県，アトラン

ティコ県，リサラルダ県，カルダス県など２４県に所在している。同プログラムは，輸出プロセスを加速化させ，新市場参入を目指して

いる。(「ポルタフォリオ」紙，６月８日) 



・世界銀行は，２０２０年の世界経済の成長率予測を５．２％減少とした。ラテンアメリカ経済では，７．２％の減少となる。これは，

６０年間ぶりに，新興国の経済の収縮を招くだけなく，ラテンアメリカ・カリブ地域では，１億人が極度の貧困に陥るとみられる。コロ

ンビア経済では，４．９％の減少となると予測されており，原材料，海外送金，観光の減少の影響を受ける。しかし，ラテンアメリカ地

域では，チリの４．３％減少に次いで，２番目に最も影響の少ない国となる。２０２１年の経済成長は，コロンビアで３．６％，ラテン

アメリカで２．８％，世界で４．２％の成長となると予測されているものの，新型コロナウイルスの流行に伴う景気後退を補うことはで

きないとしている。（「エル・ティエンポ」紙，「ポルタフォリオ」紙，６月９日） 

・Fedesarrollo は，５月の消費者信頼感指数が３４．０％の減少となった旨発表した。依然としてネガティブな水準となっているが，

４月の４１．３％の減少と比較して，７．３ポイントの改善となった。分析に使われたエストラート全て及び５都市の内，４都市で改善

がみられた。また，住宅や自動車などの耐久材の購買意欲が高まっているとした。（「エル・ティエンポ」紙，「ポルタフォリオ」紙，６

月１０日） 

・中央銀行は，各地域での新型コロナウイルスへの対処として実施された強制自宅隔離措置の影響についての研究を発表した。雇用人

口の６０％が強制自宅待機措置にあると仮定したシナリオでは，措置による月ごとの経済的損失は，ＧＤＰの６．１％に相当する，５９

兆ペソ（約１５６億米ドル）であるとした。他方，地方ごとに経済への貢献度が違うことから，経済損失も地域ごとに異なるとしてい

る。（「ポルタフォリオ」紙，６月１０日） 

・ＯＥＣＤは，２０２０年のコロンビア経済の成長率は，６．１％の後退となるとの予測を発表した。ただし，新型コロナウイルスの流

行の第２波が来た場合，７．６％の後退となる可能性があるとした。これが，各経済部門の開放が，厳格が公衆衛生管理を必要とする理

由となる。世界経済についても，同様に，流行の第２波が来た場合，６．０％の後退から，７．６％の後退にさらに悪化すると予測して

いる。（「エル・ティエンポ」紙，「ポルタフォリオ」紙，６月１１日） 

・ラダー社によると，５月のコロンビアの家計支出は，５８兆４，６００億ペソ（約１５５億米ドル）となった。これは，前年同月と比

較して，１．５％の増加となる。これは，強制自宅待機措置に対し，取られた経済対策により，官民から行われた２７．８兆ペソ（約７

６億米ドル）の経済支援のためと見られる。この内，公的支援は６３％となり，１７．５兆ペソ（約４６億米ドル）となり，私的支援は

３７％，１０．３兆ペソ（約２７億米ドル）となる。（「ポルタフォリオ」，６月１２日） 

・新型コロナウイルスの感染者が初確認されてから１００日，また，強制自宅待機措置が工事されてから８２日が経ち，経済の各部門の

活動再開が段階的に進んだことによって，いくつかの経済指標に改善が見られた，５月のエネルギー及び燃料の消費量は上昇し，家計支

出の低下も底を打ったとみられる。同様に，コロンビア建設業商工会議所の最新のデータによると，住宅開発などが段階的に再開可能と

なったため，新型コロナウイルス危機以前に進行中であった全国で２，６０９件のプロジェクトのうち９４％に相当する２，４５７件が

再開したとしている。ボゴタ市及びクンディナマルカ県では，１００％となっている。国家インフラ局は，実施中であった４６件のプロ

ジェクトのうち，４４件が再開しているとしている。これにより，４万７，２２６人の雇用が確保された。また，Ecopetrol社は，１５

６件の事業を再開し，６，２２１人の雇用を維持したとしている。（「エル・ティエンポ」紙，６月１４日） 



・全国電力システムを運営するＸＭ社の発表によると，４月に前年同月比１０．７％減少であったエネルギー消費量は，５月には６．

６％減少にとどまり，全国でのエネルギー需要は徐々に回復している。これは，製造業で２９％，建設業で４２％の需要増加となったこ

とによる。（「ポルタフォリオ」紙，６月１７日） 

・プロコロンビア及びインベスト・イン・ボゴタが主催し，２２９社の外資系企業が参加した協議の結果，コロンビアに所在する投資家

はコロンビアを投資先とみなしている。調査によると，調査対象となった企業の８９％が運営を継続しており，調査対象となった企業家

の７９％が，政府の実施した新型コロナウイルス危機の影響を緩和し，経済を再開するための対策が奏功していると感じている。（「ディ

ネーロ」誌，６月１７日） 

・国家統計庁は，４月の経済監視指数が，２０．０６％減少した旨発表した。これは，指数の公表を始めた２００５年以来最大の落ち込

みとなる。経済監視指数は，短期の実体経済の増減を測定するための総合指数である。（「ラ・レプブリカ」紙，６月１８日） 

・２０２０年４月は，コロンビア経済市場最も困難かつ劇的な月として歴史に残る。失業率は，１９．８％となり，雇用人口のほぼ４分

の１に当たる５４０万人が失業している。生産は，前年同月比で３５．８％減少し，小売業の売上高も４２．９％減少した。エネルギー

需要は１０．７％の減少，消費者信頼感指数は４１．３％の減少となった。石油生産量は，減少傾向のまま，１日あたりの７６．９万バ

レルに留まった。年間インフレ率は３．５１％に下落し，４月の輸出額は，前年同月比で５２．３％下落し，１８億４，９９０万米ドル

となった。ただし，５月意向，特に第２四半期以降は，各部門で経済活動が再開したことにより，経済の回復が見込まれている。（「ポル

タフォリオ」紙，６月１９日） 

・６月の景況指数は，９．２％の減少となった。これは，５月２５．５％の減少から，１６．３ポイントの回復となる。産業信頼感指数

は，４月に３５．８％の減少となり，史上最悪となったが，６月は２１．３％の減少となり，５月と比較して１４．４ポイントの回復と

なった。 

・ＩＭＦは２０２０年にＧＤＰが７．８％減少すると予測している。他方，２０２１年には４．０％に回復すると予測している。（「ポル

タフォリオ」紙，６月２６日） 

２部門別影

響 

・鉱山・エネルギー省によると，４月の石油生産量は１日あたり７９万６，１６４バレルとなった。これは前年同月の８９万１，０１２

バレルと比較して１０．６％の減少となる。また，２０２０年の４月までの１日あたりの平均生産量は８５万３，８８４バレルとなり，

これは，前年同期の８９万１，８３１バレルと比較して，４．２％の減少となる。天然ガスの生産量は１日あたり平均８億２，７００万

立方フィートとなり，前年同月の１０億２，１００万立方フィートと比較して１９％の減少となった。（「ポルタフォリオ」紙，６月２

日） 

・コロンビア全国商業者連合会（Fenalco）及びＡＮＤＩの報告書によると，５月の車両販売台数は，８．９２０台となり，前年同期の

２万２，２６９台と比較して５９．９％の減少となった。一方，２０２０年４月の２１７台と比較して，大幅に回復した。これは，販売

代理店の経済活動の再開が許可されていたことによる。２０２０年の５月までの累計販売台数は，６０，３３６台となり，前年同期と比



較して３７．５％減少しました。また，二輪車の販売台数は前年同期３３．２％減の１６万３，７５１台となった。（「ポルタフォリオ」

紙，６月２日） 

・コロンビア全国商業者連合会（Fenalco）のカバル（Jaime Alberto Cabal）総裁は，小売業者の約１０％に相当する，８万の商業施設

が，強制自宅待機措置の影響を深刻に受け，販売ができなかったため，流動性が止まり，事業を再開できなくなった旨発表した。総裁

は，政令第７４９号に基づき，ボゴタ市，カリ市，バランキージャ市，カルタヘナ市の市長に，小売業の再開を要請するとともに，小売

店やショッピングモールでの販売は，公衆衛生上のプロトコルの履行によって，リスクがコントロールされている旨述べた。（「ポルタフ

ォリオ」紙，６月２日） 

・２０２０年最初の４か月間で，ポータブルパソコンの販売台数が２１％増加し２１万７，５９６台に達した。４月には，３月と比較し

て６１％需要が伸びた。テレワークやオンライン授業による需要の伸びによる。強制自宅待機措置が長期化し，家族一人ひとりにパソコ

ンが必要となったとみられる。（「ポルタフォリオ」紙，６月４日） 

・ラダー社の調査によると，マスクの利用率が上昇したことにより，美容製品の生産と販売が深刻な影響を受け，４１％減少した。美容

製品分野は，新型コロナウイルスの影響による「新しい生活様式」に適応する必要があり，洗浄用品，消毒用品の製造などに転換する必

要が指摘されている。（「ポルタフォリオ」紙，６月４日） 

・コロンビア全国商業者連合会（Fenalco）ボゴタ及びクンディナマルカが行った小売業に関する調査によると，３か月に及ぶ強制自宅

待機措置の後，ボゴタ市内では，７２％の商業施設が一般営業しておらず，２８％が完全に営業を停止している。６０％がＳＮＳや宅配

サービスなどを介した販売など，新しいマーケティング方法を実施しているが，アンケート回答者の大多数となる８４％が，売上高が通

常の２５％未満であると報告した。（「ポルタフォリオ」紙，６月１２日） 

・国家統計庁によれば，４月の製造業の生産は，前年同月に比べて３５．８％減少し，１９９１年以来最悪の落ち込みとなった。車両製

造で９４．４％，靴及び革製品で９０．７％，衣類で８７．４％減少した。これは，強制自宅待機措置により，予想されていた事態であ

った。成長した分野としては，食品関連が挙げられ，製粉で１３．９％，その他の食品で１３．２％，油脂で１２．２％，製パンで９．

８％増加した。また，４月の売上高は，前年同月比で４２．９％減少となった。（「エル・ティエンポ」紙，６月１３日） 

・ボゴタ市の種々の経済部門で経済活動が再開された。これは，強制自宅待機措置により発生した経済的影響を緩和するために，大統領

令により４月末から段階的に実施されたもので，現在，４万８，２２７社の企業の操業が再開している。この内，８５．６９％は零細企

業，１１．４６％は小規模企業，２．２４％は中規模企業，０．６１％は大企業となる。もっとも多くの再開許可を受けたのは，自動車

関連業で，１万１，５９０社，次いで建設関連業で６，００５社となった。（「エル・エスペクタドール」紙，６月１７日） 

・ブレント石油価格は１バレル４０ドルに近い水準に回復しているものの，民間の石油会社は，パイプラインによる輸送料についてセ

ニット社及びエコペトロール社と協議を行なっている。生産量は，５月の２６日間平均で１日当たり７３万１，０００バレルとなり，２

００９年１２月の水準まで低下した。（「エル・ティエンポ」紙，６月２４日） 

 



２．新型コロナウイルス関連を除く概況 

 

１ 主な出来事 

＜国内情勢＞ 

（１） 国税・関税庁改革（６月２３日，「ポルタフォリオ」紙） 

 国家政治経済社会評議会（Conpes）は，政府が多国間銀行に最高２．５億米ドルの融資を受け、国税・関税庁（ＤＩＡＮ）の近代化を行う。政府の国家開発計

画（ＤＮＰ）第５５条により，ＤＩＡＮ基金を創設し、同基金がＤＩＡＮ改革に責任を持つこととなる。 

 

（２） ５Ｇプロジェクトは，５３億米ドルの投資を要する（６月１９日，「ディネーロ」誌） 

 政府は，５Ｇプロジェクトに含まれる１４件のインフラプロジェクトについて発表した。これには，総額で５３億米ドルの投資を要する。２６億米ドルを要す

る６件の高速自動車道プロジェクト，１４億米ドルを要する４件の空港プロジェクト，７．９億米ドルを要する３件の河川プロジェクト及び５．１４億米ドルを

要する鉄道プロジェクトとなる。米州開発銀行（ＩＤＢ）あるいは経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）などは，コロンビアがＧＤＰ比で大きな割合を支出するインフ

ラプロジェクトに投資すれば，経済成長を後押しできる旨言及している。 

 

（３） 西部軽軌道線開発証書に署名（６月１９日，「ディネーロ」誌） 

 西部軽軌道線開発証書に署名がなされた。これには，鉄道車両及び運行システムの供給，同鉄道の運営が含まれている。当プロジェクトには，２．１兆ペソ（約

５．５億米ドル）が投資され，この内，政府が１．４兆ペソ（約３．７億米ドル）を負担する。同鉄道は，２０１９年１２月２３日に China Civil Engineering 

Construction Corporation社が落札しており，２０２５年初めから操業を開始する予定となっている。 

 



主な経済指標

経済活動指標 2019/04 2020/02 2020/03 2020/04

国内総生産（四半期）（DANE）：％ 3.1 1.4 1.4 -15.7

経済活動指数（DANE）：％ 2.3 4.8 -4.1 -20.1

経済活動指数第１次産業（DANE)：％ 0.2 7.1 -0.3 -10.0

経済活動指数第２次産業（DANE)：％ -1.2 0.0 -10.1 -43.3

経済活動指数第３次産業（DANE)：％ 3.7 5.6 -3.3 -15.9

エネルギー需要(XM)：GWh 5,834 5,988 5,993 5,201

エネルギー需要－前年同月比(XM)：％ 4.6 5.0 -0.6 -10.7

雇用

全国平均失業率（DANE）：％ 10.3 12.2 12.6 19.8

主要13都市失業率（DANE）：％ 11.1 11.5 13.4 23.5

消費

消費者信頼感指数（ＦＥＤＥＳＡＲＲＯＬＬＯ）：％ -9.6 -11.2 -23.8 -41.3

実質小売売上高指数（DANE）：％ 4.0 13.2 -4.8 -42.9

自動車販売台数（単月）（ANDEMOS）：台 19,788 20,547 12,290 217

自動車販売台数（年内累計）（ANDEMOS）：台 74,423 38,974 51,264 51,481

物価

消費者物価上昇率－前年同月比（DANE）：％ 0.50 0.67 0.57 0.16

消費者物価上昇率－前年比（DANE）：％ 3.25 3.72 3,86 3.16

生産者物価上昇率－前月比（DANE）：％ 1.43 -1.02 -2.13 -3.3

ガソリン価格（ボゴタ）（鉱山省）：ペソ／ガロン 9,586 9,702 8,286 8,286

生産

実質工業生産指数（DANE）：％ -1.3 4.6 -8.9 -35.8

実質工業売上高指数（DANE）：％ 1.8 3.4 -8.2 -35.9

新規建設着工承認面積（DANE）：㎡ 1,633,586 1,799,605 963,287 326,032

コーヒー生産量（ＦＮＣ）：千袋（６０Kg） 1,031 1,001 806 744

コーヒー生産量-前年同月比：％ 18 -9 -12 -28

コーヒー価格（ＩＯＣ）/ 11月から　"SUAVE"：USD 124.07 144.13 157.31 164.62

石油生産量（日量）（鉱山省）：バレル 891,011 878,389 857,113 796,164

石油生産量－前年同月比（鉱山省）：％ 3.0 -1.6 -3.1 -10.6

石油生産量（日量・年内平均）（鉱山省）：バレル 891,887 881,131 873,125 853,885

石油価格WTI：USD ／バレル 63.86 50.54 29.21 16.55

金融

政策金利（中央銀行)：％ 4.25 4.25 3.75 3.75

為替　月初（中央銀行)：COP 3,174.79 3,423.24 3,539.86 4,054.54

為替　月末（中央銀行)：COP 3,247.72 3,539.86 4,064.81 3,983.29

為替　最高値（中央銀行)：COP 3,247.72 3,539.86 4,153.91 4,081.06

為替　最安値（中央銀行)：COP 3,095.66 3,355.44 3,455.56 3,858.21

株式指数　月初（中央銀行)：COP 1,581.90 1,625.18 1,536.48 1,063.03

株式指数　月末（中央銀行)：COP 1,573.64 1,549.61 1,123.85 1,142.04

株式指数　最高値（中央銀行)：COP 1,625.21 1,676.29 1,546.66 1,211.06

株式指数　最安値（中央銀行)：COP 1,572.75 1,549.61 894.03 1,063.03

貿易

貿易収支（ＦＯＢ）（DANE)：百万米ドル -464 -831 -968 -1,050

輸出額（FOB)（DANE)：百万米ドル 3,863 2,943 2,439 1,864

輸出額（ＦＯＢ）－前年同月比（DANE)：％ 2.0 -7.5 -27.1 -51.7

輸出額（FOB)年内累計（DANE)：百万米ドル 13,457 6,362 8,801 10,665

輸入額（CIF）（DANE)：百万米ドル 4,528 3,968 3,588 3,097

輸入額（ＣＩＦ）－前年同月比（DANE)：％ 6.8 0.4 -16.6 -31.6

輸入額（CIF)年内累計（DANE)：百万米ドル 17,083 8,298 11,886 14,983

労働者送金（中央銀行）：百万米ドル 573 515 699 352


